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倒しのための憲法改正案であった。2010 年憲法は、国会議員総選挙の日程を「5 年おきの 8 月第
2 火曜日実施」と定めており（第 101 条（2））、順当であれば、次回総選挙は来年 2017 年 8 月の
第 2 火曜日に開催されることになる。しかし、この次回総選挙の日程を「8 月」でなく「12 月」
に変更する動きが、とくに 2015年を通じて高まったのである。2015年 12月段階での速報類では、












年 1 月～2013 年 1 月）でもみられた。PEV 直後のケニアは暫定憲法体制下に入り、和解のため、
当時の 2大政党だった「オレンジ民主運動」（Orange Democratic Movement: ODM）と「挙国一致
党」（Party of National Union: PNU）が連立政権を組んだ。諸手続は遅れ、2007年末の大統領選挙
と同日に行われた国会議員総選挙から 10日以上過ぎた 2008年 1月半ばになって第 10次国会議員
の就任宣誓が行われた。 
抜本的に新しい 2010年憲法が制定されたのは、この第 10次国会の任期途中にあたる 2010年 8
月だった。2010年憲法は、権力分散の一環として、旧憲法で大統領だけに付与されていた国会解




国会議員の任期について、これらの規定からは「就任から 5 年間」、すなわち 2013 年 1 月まで
なのか、それとも「前回総選挙からみて 5 年後の 8 月第 2 火曜」、すなわち 2012 年 8 月までなの
か、可能な解釈は複数存在し、議員の任期切れ可能性が視野に入った 2011年の後半に入って、国
会を中心に次回総選挙日程に関する鋭い論争が巻き起こった。R・オディンガ（Raila Odinga）首
相（ODM 所属。役職は当時、以下同）をはじめ、国会議員の中には 2012 年 8 月実施を支持する
勢力が存在したが、一方、野党国会議員を中心に「2010 年憲法には『第 10 次国会の議員は任期
を全うする』旨が明記されており、2012年 8月の総選挙実施は違憲だ」と唱える勢力があらわれ、
裁判が起こされた。 
2012 年 1 月、憲法解釈にあたったケニア高等裁判所（High Court）は、いずれの総選挙日程も
義務化しない、玉虫色の判断を示した。この高等裁判所の判断から間もない 2012年 3月に行われ
た全国規模の世論調査では、2012 年 12 月の総選挙実施オプションへの支持が 7 割を超えており
［Daily Nation 4 April 2012, 6］、2012年中の実施を求める複数の NGO は高裁判決を不服として控
訴した。 
2012年 7月、ケニア控訴裁判所（Court of Appeal）は、第 10 次国会については 2010年憲法の
付則第 6 章第 10 条に沿って任期を満了させるとした上で、さらに「次回総選挙は、2013 年 3 月
に開催されるべき」との判断を示した［Daily Nation 1 August 2012, 1, 3-5］。この判決を不服とする
訴えが上位裁判所にあたる最高裁判所（Supreme Court）に起こされることはなく、これが 2010
年憲法下におけるケニアの国会議員任期に関する司法判断となった。 
控訴審判断を受けて、2010 年憲法の下での初の国会総選挙は、第 10 次国会議員の就任（2008













第 11次国会の議員は、2013年 3月に就任した。もし任期に関する 2012年の控訴審判断にした
がって「就任から解散までが 5年間」という解釈を適用するなら、第 11次国会の解散は、就任か
ら数えて 5年後の 2018年 3月となる。しかし、現実には、憲法の過渡期条項がなければ前回総選
挙が実施されたはずの 2012 年 8 月を起点とし、その 5 年後にあたる 2017 年 8 月の総選挙にあわ
せて国会解散となる可能性が高かった［Kilonzo 2014］。巻き起こったのは、第 11次国会の任期が
5年に満たないのであれば、「損失分」の補償を受ける権利が議員にあるとする議論だった（たと







もののなお毎月 50 万シリング（約 70 万円）を超え、国民の相当数が貧困ライン以下にあるとい









法改正の法案を下院に提出した。この法案は、下院司法委員会（National Assembly Justice and Legal 
Affairs Committee）の承認を経て正式名称「ケニア憲法（改正）法案、2015年」（Constitution of Kenya 
(Amendment) Bill, 2015）となり――提案した D・オチエング（David Ochieng）議員の名前にちな
                                                        
1 ODMは 2013年総選挙の結果、政党レベルでは上下両院のいずれにおいても最大議席を獲得したが、政党連合
（coalition）レベル――2010年憲法下で採用された新制度。政党単位の選挙協力組織の一種であり事前登録制―




ルの第 2党は、ケニヤッタ大統領の属する「国民連合」（The National Alliance: TNA）、上院では TNAと ODMの
獲得議席は同数であった。 
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んで「オチエング法案」（Ochieng Bill）と呼ばれた――、2015年を通じて国会下院で審議された。 
法案は、5 年おきの開催とされた国政選挙の日程を、8 月ではなく 4 ヶ月後の 12 月に変更する
ことのみに限定した 5項目からなっていた。国会議員総選挙（第 101 条）、大統領選挙（第 136条）、
カウンティ議会議員選挙（第 177条）、カウンティ知事・副知事選挙（第 180条）の実施日につい





選挙を明確化し、関連の疑念を解決する」と法案提出の背景を説明した（Constitution of Kenya 




早期の成立が望ましいとの見解を示した［Mwere 2015］。また 2015 年 3月には、国会各種委員会
の委員長らが与野党の垣根を越えて非公式会合を開催し、オチエング法案を成立させることで合




CORD の支持者で 66%と支持政党の垣根を越えていずれも 3分の 2を超えた［Daily Nation 31 May 
2015, 2; Menya 2015］。 
 
 
４．次回総選挙 2017年 8月実施へ 
 
全体として追い風の中、オチエング法案は、2015 年 8 月 25 日の国会下院で記名投票による採
決にかけられた。出席議員数は第 11次国会で最大となり、少なくとも 271を超えた。結果は、賛







256 条）2。オチエング法案の採決結果における賛成 216という議席数は、下院全議席（349）の 3
                                                        
2 2010年憲法はまた、特定事項に関わる改憲については国会両院での全議席の 3分の 2以上の賛成による可決に
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分の 2にあたる 233にはとどかず、オチエング法案は否決となったのであった。 
しかし、審議はこれで終わらなかった。このときの賛否の割合が「僅差で否決となった場合の
再度の採決条件」――賛成が可決に必要な議員数に達しないものの、賛成が過半に達しており、
かつ反対が全議員の 3分の 1を越えない場合――にあてはまる（国会法 62条）との下院議長の判
断によって、オチエング法案は下院で再び採決にかけられることになったのである。休会をはさ
み、再採決の実施締切「最初の採決から 5 日以内」にあたる 2015 年 10 月 1 日にオチエング法案
は 2 回目の採決にかけられた。結果は、賛成 216（前回と同じ人数で全議席の 62%にあたる。た
だし、賛成した議員の顔ぶれは同一ではない）、反対 24、棄権 4でやはり否決となった［National 
Assembly, Parliament of Kenya p.m., 1 October 2015, 13-15］。 
オチエング法案の否決を受けた独立選挙管理・境界画定委員会（ Independent Electoral and 
Boundaries Commission: IEBC）は、2015年 12月に入り、次回総選挙日程（大統領選挙、地方議会
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3 2016年 2月には、国会上下院の代表者らが国会外で会合を開催し、5年未満で解散する場合の金銭的補償を求め
ることで合意したとされ［Daily Nation 22 February 2016, 4］、就任から解散までの 5年が任期という「権利意識」
がすでに国会議員の間にあることが予想される。 
